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 本研究は、以下の方針により鋳鉄材料の高機能化を行う。図 1-2 に本論文の具体的な構成
を示すとともに、以下に概略を説明する。 
 第 1 章 「緒言」では、本研究の背景として、地球規模の環境問題を解決するにあたって、自
動車足回り部品の軽量化ニーズ、また騒音や振動対策に対して、本研究の目的と意義を記述
する。また、本研究の概略と方針について述べる。  












1） 過共晶片状黒鉛鋳鉄の機械的性質に及ぼす C（CE），Mn（ex-Mn）※，Cr，Mo，Ni など
の影響   
   ※：過剰 Mn ともいい、通常は、ex-Mn% = Mn% - 1．7S% で示される。 
2） 過共晶片状黒鉛鋳鉄の機械的性質に及ぼす試験片肉厚・鋳型ばらし条件の影響 





















































































組成を明らかにし、足回り部品の軽量化に貢献できる引張強さが 800MPa 以上、伸びが 10%
以上の高強度・高延性球状黒鉛鋳鉄材を開発する。  






性化が可能な熱処理条件を施すことにより本研究の第 2 の課題である強度 600MPa以上で、
伸び 20%の高延性球状黒鉛鋳鉄材の開発指針を提案する。 
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第 2 章 従来の研究 
 
 












鋳鉄は、鋼と同様に鉄（Fe）と炭素（C）との合金であり、図 2-1 の Fe-C 系複平衡状態図上
で、オーステナイトの最大炭素固溶限 2.0mass%(以下は単に％で表示する)以上の炭素を含
有するものを鋳鉄、2.0%以下を鋼として分類している。鋳鉄は C 以外に、C の黒鉛化を促進
する珪素（Si）のような合金元素や、マンガン（Mn）、りん（P）、硫黄（S）などの合金元素も含ま






















図 2-1 Fe-C 系状態図 
 
 
























を晶出させた鋳鉄である。球状黒鉛鋳鉄（Spheroidal graphite cast iorn） は、ダクタイル鋳











図 2-2 黒鉛粒の形状分類図（JIS G 5502-1995） 
 
球状黒鉛鋳鉄は 1948 年 5 月、米国鋳造協会（AFS）の大会において発表された 2 論文に
より実用材料として公表された。すなわち英国の H.Morrogh6)、また、米国の A.P.Gagnebin 
と K.D.Millis7)の発表である。 
当時の日本では、鋳鉄の引張強さは 350MPa 程度（勿論伸びはほぼ 0%であった）が最高
であった。これに対して、上記公表された球状黒鉛鋳鉄材料は数%以上の伸びと 400MPa 以
上引張強さのある鋳鉄が得られたという発表は全く革新的で、ただ驚くより他はなかった。 
Mg 添加による球状黒鉛鋳鉄の製法特許が 1951 年（昭和 26 年）に日本に公開になった。
出願人は Canadian Product Ltd.で、特許公報 昭 26-6706 である。日本ではこの特許権の
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入実験を開始し、1955 年 International Nickel 社（INCO 社）との技術提携を経て、1959 年、
日本における先駆者として本格生産に入った。 
日本の鋳物の最近の生産量 8)は 2007 年を例にとると、合計 696 万トンである。材質別に内
訳を示すと、銑鉄鋳物（片状黒鉛鋳鉄、球状黒鉛鋳鉄及び可鍛鋳鉄の合計）が 490 万トンで
全体の 70%を占め、次いでダイキャストが 116 万トン（16.6%）、鋳鋼 29 万トン（4%）、アルミ




















溶解履歴および凝固時の冷却速度などの影響を受け、図 2-3 に示す形状の黒鉛が A～E 型



















2.2.2 片状黒鉛鋳鉄の強度に対する CE 値、Sc 及び鋳物肉厚の影響 
片状黒鉛鋳鉄の引張強さは CE（炭素当量）※及び鋳物肉厚、鋳造条件など（冷却速度）の
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影響により大きく変化する。図 2-4 に各種鋳鉄の引張強さと CE 値の関係を示す。片状黒鉛鋳
鉄は球状黒鉛鋳鉄や CV 鋳鉄と異なり、強度は CE 値で決まる 9)。 
※：炭素以外の合金元素を炭素量に換算し、合計した値である。 
図 2-5 には片状黒鉛鋳鉄の強度と黒鉛組織及び Sc（炭素飽和度）の関係を示す。Sc は鋳
鉄の化学組成を共晶組成との対比で、共晶度を示す尺度であり、炭素飽和度と呼ばれ、Sc
が 1.0 は共晶組成であることを示す。ここで、Sc と CE は鋳鉄の化学組成と次の関係にある。 
 
Sc =C % / （4.32%－Si %/3.2）  ・・・・・・・・   （2-1） 
CE = C %＋1/3（Si%＋P %）    ・・・・・・・・   （2-2） 
 
図 2-5 中での RG は成熟度と呼ばれ、引張強さの化学組成に対する相対値である。昔から
片状黒鉛鋳鉄の化学組成に依存する標準的な強度は RG が 100％とされ、炭素飽和度 Sc
の関数で評価されてきた 10)。CE=4.3 %が Sc =1.0 になるので、Sc と CE 値は同じ意味合い
である。 
Patterson は直径 30mm 丸棒試験片で、炭素飽和度 Sc と標準的な引張強さ σn（kgf/mm
２）の関係を求め、Jungbluth の関係式（2-3）を下に、成熟度 RG を式（2-4）のように定義した。
ここで鋳鉄の試験片で求めた実際の引張強さを σt 、化学組成より求めた引張強さを σn として
いる。すなわち、RG は標準的な強さと実際の強さの比、と考えればよい。 
 
σn = 102-82.5 Sc [MPa]  ・・・・・・・・・・   （2-3） 



















































ら Jungbluth らのデータが著名であり、これを鋳物便覧 11)より図 2-6 に示す。しかし、このデ
ータはあまりにも古く、Czikel の図 2-7 や、大和田野や水野らの図 2-8 が鋳物便覧 11)に掲載
されている。特に図 2-8 では、接種により肉厚感受性が改良されること、その効果は Ca-Si 接
種で著しいこと 12)などが知られている。 




















































































そのほか Cr,Mn,Ti,Zr,Mo,Ni などと Si を合金化させたパーライト安定化接種剤、あるいは黒鉛
を用いることもある 14)。接種効果とは、化学成分を殆ど変化させずに鋳鉄の性質を改良するこ
とができる点である。その理由としては D 型黒鉛（共晶状黒鉛あるいは過冷黒鉛ともいう）が
消失し、方向性のない均一で良好な A 型黒鉛を生じ 14-17)、セメンタイトの析出がなくなり、均一
 17
なパーライト組織となる 14),18,19)。また共晶セルの核生成を促進する 16),20) などが挙げられてい
る。 
 Wallace ら 21)が炭素当量と共晶セル数について報告した結果を図 2-10 に示す。これによる
と、接種しない場合は炭素当量 4.0%付近で共晶セル数が最も多いが、炭素当量をこれより増
やしても減らしても共晶セル数は減少するとしている。フェロシリコンで接種すると共晶セル数



















































（1）  減 衰 能 の定 義 、表 示 法 及 び測 定 法  
任 意 の物 体 を外 部 から加 振 し（エネルギーを与 えた後 ）、そのままの状 態 で放
置 すると、エネルギー供 給 がなければ次 第 に減 衰 し、最 後 には静 止 状 態 に達 する。
この現 象 を物 体 の減 衰 能 と呼 ぶ。  
一 般 の金 属 材 料 の減 衰 能 を表 すには固 有 減 衰 能 SDC（speci f ic damping 
capaci ty）を用 いることが多 い。SDC とは物 体 の振 動 1 サイクルあたりのエネルギ
ー損 失 率 （△W /W）である。金 属 材 料 の減 衰 能 を示 す値 には、このほかにも内 部
摩 擦 （Q－ 1）や対 数 減 衰 率 （δ）が用 いられてきた。Q－ 1 とは強 制 振 動 による共 振
曲 線 の半 値 幅 から求 められており、δは振 幅 の自 由 減 衰 曲 線 より求 められ、対
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数 減 衰 率 （ logar i thmic decrement）とも呼 ばれている。また Q－ 1 は損 失 係 数 η
と言 われることもある。これらの変 換 は次 式 により簡 単 に行 うことができる 2 9 , 3 0 )。  
 
    SDC（％）=｛1－exp（－2δ）｝×100  ・・・・・・   （2-5）  
    δ=πQ－ 1=πη  
 
 減 衰 能 の実 際 の測 定 方 法 としては、一 般 的 に金 属 材 料 の弾 性 係 数 の測 定 に
も用 いられる共 振 法 が広 く利 用 されている。共 振 法 とは機 械 的 または電 気 的 方
法 で試 験 片 に強 制 振 動 を与 え、減 衰 能 と同 時 に共 振 周 波 数 から弾 性 係 数 を計
算 することもできる方 法 を言 う。これらは、与 える強 制 振 動 が縦 、横 及 びねじり振
動 により大 きく三 つの共 振 法 に分 類 される。縦 及 び横 振 動 の共 振 周 波 数 から E
（ヤング率 ）が、ねじり振 動 の共 振 周 波 数 から G（せん断 弾 性 係 数 ）を求 めること
ができる 3 1 )。   
図 2-12 に  鋳 鉄 の対 数 減 衰 率 の測 定 に用 いられる共 振 周 波 数 による測 定 装
置 例 3 2 )を示 す。この測 定 方 法 は JIS G0602-1993 の制 振 鋼 板 の振 動 減 衰 特 性
試 験 方 法 3 3 )に類 似 する。この装 置 は、基 本 的 には駆 動 回 路 と検 出 回 路 により構
成 され、空 気 による減 衰 を避 ける目 的 で、真 空 中 で測 定 することが多 い。しかし、
鋳 鉄 のように減 衰 能 が大 きい材 料 では大 気 中 で測 定 を行 ってもその値 に大 差 は
ない。  
測 定 方 法 は 2 本 吊 りの自 由 端 横 振 動 法 である。試 験 片 は細 線 で基 本 振 動 の
節 の位 置 で吊 るす（1 次 振 動 モードの場 合 、0.224L、ここで L は試 験 片 長 さであ
る）。試 験 片 の一 端 を加 振 用 マグネットで加 振 （共 振 点 で振 動 させ）し、振 動 が定
常 状 態 に達 した時 点 で、駆 動 入 力 を断 って自 由 振 動 減 衰 させる。この際 、振 幅 を
他 端 に設 置 した非 接 触 変 位 計 により検 出 し、ＦＦＴアナライザーに取 り込 み、対 数
減 衰 率 δを測 定 する。減 衰 波 形 の最 初 の振 幅 Xo、n 番 目 の振 幅 Xn とすると、  
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（2-6）式 により対 数 減 衰 率 δを求 める。  
 

















鋳 鉄 の対 数 減 衰 率 はひずみ振 幅 εm a x  に依 存 する特 徴 がある 3 4 )。ひずみ振
幅 10- 5 で測 定 した S45C、FCD450、FCV420、FC250 及 び高 減 衰 ねずみ鋳 鉄
（FC150 相 当 材 ）の各 材 質 の減 衰 波 形 例 を図 2-13 に示 す 3 2 )。  これより、片 状
































図 2-13  各 種 材 料 の減 衰 波 形  
 
 
（2）  減 衰 能 と炭 素 当 量 及 び組 織 の関 係  
a） 炭 素 当 量 と減 衰 能  
鋳 鉄 、とりわけ片 状 黒 鉛 鋳 鉄 （以 下 FC と称 す）の機 械 的 性 質 は炭 素 当 量
（CE）と密 接 な関 係 があり、減 衰 能 もその例 外 ではない。一 般 的 に FC の減 衰 能
は図 2-14 に示 すように、CE が増 加 するとともに増 大 する傾 向 を示 す。特 に共 晶
成 分 付 近 で急 激 に増 大 し、その後 は漸 次 飽 和 する 3 4 )。このような関 係 は図 2-4
及 び図 2-11 に示 す CE と引 張 強 さの関 係 を合 わせてみると、減 衰 能 は強 度 とは
トレンドオフ関 係 にある。  
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b） 黒 鉛 組 織 と減 衰 能  
鋳 鉄 の減 衰 能 は FC、FCV（バーミキュラ黒 鉛 鋳 鉄 或 いは芋 虫 状 黒 鉛 鋳 鉄 ）、
FCD の順 に減 衰 能 が大 きく低 下 する。これは鋳 鉄 材 料 に特 有 の黒 鉛 組 織 の形
態 （量 、形 状 ）に関 係 する。黒 鉛 形 状 が片 状 から芋 虫 状 、球 状 になるにつれて減
衰 能 は大 幅 に低 下 する。更 に図 2-15 に示 すように、片 状 黒 鉛 鋳 鉄 でも黒 鉛 の形
態 により減 衰 能 が大 きく異 なる 3 5 )。  
c） 基 地 組 織 と減 衰 能  
基 地 組 織 の減 衰 能 に対 する影 響 に関 しては、同 じ化 学 組 成 の鋳 鉄 でも、鋳 放
し材 とフェライト化 焼 きなまし材 の減 衰 能 は大 きく異 なり、基 地 をフェライト化 するこ
とで減 衰 能 が増 加 することが知 られている 3 4 )。この傾 向 は鋼 も同 様 で、熱 処 理 で
フェライト、パーライト、ベイナイト及 びマルテンサイトに変 化 させて検 討 された事 例
を図 2-16 に示 す 3 5 )。これより、対 数 減 衰 率 はパーライト、フェライト、ベイナイト、
マルテンサイトの順 に上 昇 することがわかる。また、鋼 の場 合 には、この程 度 のひ























図 2-15  各 黒 鉛 形 態 （A～E 型 ）の対 数 減 衰 率 及 びヤング率 に及 ぼす  












図 2-16  鋼 の各 基 地 組 織 におけるひずみ振 幅 と対 数 減 衰 率  




































































による燃費向上の効果を 1999 年に国内に出荷したガソリン AT 車全型式の 10・15 モード燃
費と車両重量の関係で図 2-17 に示す 39)。このデータを 100km 走行時の燃費消費量
（L/100km）に換算すると図 2-18 が得られる。このように示すと、マクロ的に見た場合、車両重
量と燃料消費量はほぼ比例関係があることがわかる 39)。ここに車両軽量化の意味がある。 










































































































球状黒鉛鋳鉄の機械的性質は、一般的には Mn や Cu などのパーライト安定化元素の添加


























































































































の固相が同時に晶出する現象をいう。A･B 二元系共晶の典型的な平衡状態図を図 2-26 に示
す。共晶組成の液相（L3）から固相 a3 と b3 が同時に晶出することになる。2 元系では 3 相共存
は自由度がゼロであり、共晶凝固中は温度が一定に保たれる。言い換えると、組成にかかわ
らず a3～b3 の範囲では、共晶温度は同じである。そして、凝固が完了すると液相はなくなり、
α＋βの 2 相が共存するので温度は降下する。 
共晶凝固と表面（または界面）エネルギーの関係を知ることも重要である。一般的に、物体
は表面積（正確には単位体積あたりの表面積、比表面積）を最小にするため、球形になろうと




Ｇ（ｒ ）＝4πｒ 2σαβ   ・・・・・・・・・・・・  （2-7） 
 
通常用いられる自由エネルギーG は、本来は体積自由エネルギーGv と界面エネルギーGi の
和で示されるが、通常は Gv に比べ Gi が余りに小さいため、これが省略され G＝Gv で記述さ
れている。 








































る。２つのβ相の間の界面エネルギー差⊿G（ｒ ）は次式で表されている 54)。 
 
⊿Ｇ（ｒ ）＝2σαβVｍ / ｒ  ・・・・・・・・･・・・  （2-8） 







固相）は不安定になり、溶融温度は低下し、α相への B 元素の溶解度 Xｒ は半径無限大（平
滑）な場合 X∞に比べて（2-9）式のように増大する
54)。ここで ｒ の単位は nm である。 
 
Xｒ / X∞≒１＋C/ ｒ  ・・・・・・・・・・・・・・  （2-9） 
C：定数（nm）≒１ 
従って、ｒ ＝10nm では、Xｒ / X∞≒１.１になり、溶解度は約 10%増大することが分かる。こ
れらの関係を温度・自由エネルギー線図で図 2-28 に示す 55)。ここで凝固を考えるために S 相
を固相、L 相を液相とする。固相の半径をｒ とすると、２つの固相（ｒ＝ｒ と ｒ ＝∞）の自由エネ
ルギー線が液相線の自由エネルギー線と交わる点がそれぞれの固相の融点であり、両者の
融点は異なる。これが先に記述した図 2-28 の融点降下⊿T になる。その詳細は後述する。 
この⊿G（又は⊿T）の考え方を層状組織に導入すると図 2-29 が得られる。このように、組
































 金属/金属共晶の代表的な凝固組織に層状と繊維状がある。その一例を図 2-30 に示す。






これを競合成長という。これらの金属/金属の共晶を normal eutectic と称し、後述する金属/
非金属の共晶を anormalous eutectic と称する 55)。 
図 2-31 のモデルで層状組織を考える。 ここでα相間の層間隔 Sαとβ相の間の層間隔 Sβ
は等しいので、単に S で表す。この S を単位とした単位立方体を図のように考える。立方体の
体積は S３ であり、α/β相間の界面積は S2 で、α/β相間の界面エネルギーをσαβとすると、





織の凝固モデルを図 2-32 のように考えてみる。ここでもβ相の層間隔 S を基準に単位立方体
を考えると、α/β界面積は 2πｒ S となる。従って、単位体積中のα/β界面の面積は 2πｒ 
/S２と求められる。このモデルでは、β相の体積率が増加すればα/β界面積も増大する。す
なわち、β相の体積率は ｒ の関数である。これが先の層状モデルとの大きな相違である。 
これら２つのモデルで、単位体積中のα/β界面積が等しくなるβ相の体積率を求めると 1/
π＝0.32 が得られる。これが、共晶組織が層状から繊維状に変化する臨界体積率になる。し







































































これらの状況を鋳鉄の一方向凝固試料の縦断面での固液界面組織で図 2-36 に示す 57)。
鋳鉄は金属（Fe）/非金属（C）の共晶合金であり、金属/金属の共晶ではないが、典型的な好
例である。 
この材料は 4mm/h 以下の凝固速度では固液界面はほぼ平滑であり、8mm/h で一部にデ
ンドライトが認められる。そして、16mm/h ではセル状組織にデンドライトが認められる。これら
の状況は図 2-35 で示した 2 つの共晶凝固の形態が共存していることを示している。更に、
64mm/h の試料では不連続成長（固液界面前方で核生成、成長）が認められる。また、黒鉛
の大きさ（組織）は 16～32mm/h を境に急激に微細化しており、これが片状黒鉛鋳鉄の凝固




































































この範囲には鋳造分野では最も重要な実用合金である Fe-C 系、Al-Si 系などが含まれる。
一般的にはこの共晶組織も 1）繊維状又は乱れた層状、2）不規則（ irregular）、3）
complex-regular の 3 通りに分類されている。 
金属/非金属（ノンファセット/ファセット）の共晶組織についての詳細検討は、Crocker と
Smith や Elliott によってなされ、図 2-38 のような結果が報告されている 55)。即ち、溶質の溶媒
への溶解エントロピーとβ相（第 2 相）の体積比により、共晶組織が決定されることを明らかに
している。 











Normal eutectic と anormalous eutectic の場合で競合成長が起こる範囲、すなわちカップ
ルド共晶成長域（Coupled growth zone）を状態図上で考える必要が生ずる。 Normal 
eutectic の場合の競合成長が生ずる範囲を図 2-39 に示す。この場合には A、B 元素共に金
属であり、凝固のし易さは等しいとすると、競合成長が起こる範囲（Coupled growth zone）は
共晶点を挟んで左右対称になる。例えば、この時の溶湯の組成を過共晶側 C０とすると、凝固









































これに対して anormalous eutectic の場合には、両者の凝固のし易さの相違から、競合成
























































図 2-41  金属/非金属（Anormalous eutectic）の競合成長域と生成相に及ぼす 


















2.4.2 片状黒鉛鋳鉄の凝固 57) 























図 2-42 過共晶鋳鉄の凝固組織（一方向核生成の例） 
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図 2-43 に鉄・黒鉛系の安定・準安定系状態図を示す。これを用いて C０ 組成の亜共晶鋳鉄
（図中 FC と表す）の凝固を考える。溶湯の温度が液相線に到達すると、図 2-44 のように初晶
のオーステナイトを晶出し、冷却曲線は変曲する（図 2-44 右図）。このオーステナイトの形態
は図 2-45 に示すようなデンドライト（樹枝状晶）と称する形態をとる。 
 この時、温度低下によりオーステナイトと液相の両組成は、それぞれ図 2-44 の矢印方向に








（2）黒鉛/セメンタイト及び黒鉛形態の A 型から D 型への遷移 
鋳鉄の凝固を記述するには、黒鉛/セメンタイト遷移及び、黒鉛形態の A 型から D 型への遷
移のメカニズムを知ることが、鋳鉄の組織制御や鋳造欠陥防止などに極めて重要である。  
先に図 2-43 で黒鉛共晶温度 TEG（1154℃）とセメンタイト共晶温度 TEC（1148℃）を示した。図
中の 6.69%C はセメンタイト（Fe３C）の炭素含有量で、その溶融温度は 1227℃とされている。
これら 2 つの共晶温度の差は僅か 6K しかなく、僅かの過冷で凝固は黒鉛系（γ＋G）からセメ
ンタイト系（γ＋Fe３C）へ変化する。これがチル化（白銑化）である。この 6K の温度差を広げる
ことができればチル化が防げることになる。この点に関しては Si に大事な役割がある。Fe-C
状態図上での Si の効果を記述しておく。図 2-44 に示した Fe-C 合金に Si を 4%まで添加した
ときの Fe-C-Si 系の状態図を図 2-47 に示す 63)。この図では黒鉛共晶温度 TEG 、共晶組成
CE 、オーステナイトへの炭素の溶解度 Cγ などへの Si 添加の影響を取り纏めて示した。これ



















































図 2-46  亜共晶鋳鉄のマクロ凝固形態と冷却曲線の関連 









かる。共晶組成が変化する現象は、Si には C と同様の作用があることで説明され、その効果
は 1/3 であることが知られ、炭素当量 CE と呼ばれている。Si との関係は（2-2）式で示される。 
また、共晶組成 CE に対する Si の影響は次式で示される。 
 
       CE＝4.26-0.317Si  ・・・・・・・・・・・・・  （2-10） 
 
同様に、オーステナイトへの炭素の固溶限 Cγ に対する Si の影響は 2-11 式で表わされる。
すると、Si の増加は凝固時に生成する黒鉛量（CE－Cγ）を減少させることがわかる。この図で 
  
       Cγ＝2.11－0.217Si  ・・・・・・・・・・・・  （2-11） 
 
はセメンタイト共晶温度（レデブライト共晶とも言う） TEC に対する Si の影響は描かれていない。
そこで、菅野らの実測データを図 2-48 に示す 64)。この図から Si は TEG を上昇させ、TEC を低
下させ、よって、両者の温度差⊿TE＝TEG－TEC を広げることが分かる。 








































黒鉛形態にも A 型黒鉛と D 型黒鉛（過冷黒鉛）の 2 種類があるとされている。すると、これら
の凝固は極めて複雑な形態を取ることになる。 
これらの関係を 図 2-50 に黒鉛/セメンタイト遷移に加えて、これら黒鉛形態に及ぼす凝固















型黒鉛に、D 型黒鉛は A 型黒鉛に変わることが分かる。これが接種により、チルが減少し、黒
鉛形態が改善される（D 型⇒A 型）メカニズムである 57),61)。 
組織制御上、または鋳物の製造上、これらの現象を冷却曲線の変化から読み取ることが溶
湯性状に関しては重要である。接種前後での冷却曲線の変化をモデル的に図 2-52 に示す。





































図 2-51 接種による強制チル試験片破面の変化 
 
 
型黒鉛へ遷移する過冷度で、⊿TD/C は D 型黒鉛からセメンタイトへ遷移する過冷度である。こ
の図では、接種により共晶凝固温度が上昇することで、凝固温度が⊿TA/D に到達することなく
凝固が開始・終了している。したがって、試料は全て A 型黒鉛になる。 
これに対して、元湯（無接種）では、凝固開始時は D 型黒鉛が発生し、その後、僅かに A 型
黒鉛が生成し、再び D 型黒鉛に遷移し、最終凝固部では過冷度が⊿TD/C よりも大きくなり、チ
ルが生成することがわかる。 
元湯を 1500℃で保持した場合の変化を見てみる。図 2-53 に菅野ら 64) が 3 カップ法により
得た結果を示す。図2-53に3つの冷却曲線を示している。ベースは元湯であり、これに接種し















































2.4.3 球状黒鉛鋳鉄の凝固 67) 
（1）球状黒鉛鋳鉄の共晶成長モデルと分離共晶 






イト/溶湯の 3 相が接する場所が存在する。 
（2）片状黒鉛鋳鉄と球状黒鉛鋳鉄の共晶成長（凝固） 
共晶セルが成長するには、溶湯中の C 原子が黒鉛に到達する（黒鉛化する）ことが必要で





融点での液相中の拡散は固相中の約 10,000 倍も大きいが、鉄中の C は侵入型元素であり、
その差は 10 倍程度である 72)。このような拡散の難易度が凝固速度に影響し、両者の大きな
相違、すなわち、共晶セルの成長速度 R は片状黒鉛では RFC=6mm/h 程度であるが球状黒 
 57
鉛では RFCD=0.36mm/h、と大きく異なる主原因である。この黒鉛化の難易さが、球状黒鉛鋳
鉄の方が片状黒鉛鋳鉄よりも C と Si が多く含まれるにも拘らず、チル化しやすい、引けが生じ
易い主因である 73)。 




層の厚さは球状黒鉛の半径の約 1.4 倍以上になる。 
（3）球状黒鉛の生成と核物質 
黒鉛がなぜ丸くなるのかに関しては多くの説があり 70)、必ずしも統一見解が得られたと言う
状態にはない。しかし、工業的には Mg,Ce や Ca の添加が一般に行われており、これら球状
化元素による脱 S、脱 O で球状化すると考えられている 70),74-76)。その根拠として、高純度の

























図 2-54 片状及び球状黒鉛鋳鉄の共晶凝固モデル 
































































図 2-55 薄肉球状黒鉛鋳鉄鋳物の黒鉛粒数に及ぼす元湯 S 量と Mg 添加量の影響 
























また、RE と Cr などの元素を複合添加した鋳鉄材では、チルがなく引張強さの高い
（300MPa 以上）試料が得られるとの報告がある 82)。 
球状黒鉛鋳鉄の場合、特に自動車足回り部品の軽量化設計を可能にする高強度・高延性














からなる 2 相混合組織の製造条件と特性に関する基礎的な研究 86)を行い、報告した。 
薄肉化を行う場合、チル化を克服する技術開発は避けて通らない。その基礎的な研究がい
くつか行われた 87)。また、2mm 程度の薄肉鋳物の破壊靭性の評価手法も提案された 88)。 
一方、近年の高張力鋼板（Mn,P）や Ti,V,Nb 析出強化型鋼種など 89)が鋳造用スクラップに
入ることにより、黒鉛形状や基地組織、健全性（引け巣を誘発）など鋳鉄の特性に悪影響 90)を
与えた。これらの背景から不純物元素を希釈する目的で、高純度銑鉄を用い、特性改善効果
が 確 認 さ れ て い る 91,92) 。 こ れ を ヒ ン ト に 、 銑 鉄 だ け を 使 っ た 溶 解 に よ り 鋳 放 し で 、
















小綿らにより報告された 82)。 また、耐熱性・耐酸化性鋳鉄材料において、 伊藤 95)は高排温
エンジン対応排気系耐熱鋳造材（主として排気マニホールドを例に）の排ガス温度と材料の変
遷、エキマニ材の技術課題と開発状況、今後の排気部材の動向についてまとめた報告をして
いる。津田ら 96)は高珪素球状黒鉛鋳鉄の高温特性に及ぼす Mo 及び V の影響について検討
した。一方、晴山ら 97)はオーステナイト系球状黒鉛鋳鉄の高温酸化特性に及ぼす Si 及び Cr
の影響について検討し、30%Ni オーステナイト球状黒鉛鋳鉄では、5%Si-4%Cr で優れた特
性が得られることを報告した。更に、松本ら 98)は、フェライト基地球状黒鉛鋳鉄の高温破壊特























 本研究の第 1 の課題、すなわち引張強さ 800MPa-伸び 10%以上の球状黒鉛鋳鉄材を開発
するには、従来研究及び近年の開発動向を勘案し、鋳放し材の場合、冷却条件（鋳物肉厚）を
考慮した化学成分による黒鉛と基地組織の制御によりアプローチが最も望ましい。これらの考
え方をまとめて図 2-56 に示す。具体的には、化学成分では CE 値のほか黒鉛球状化率及び
黒鉛粒数（粒径）に影響を及ぼす S 量と、フェライト強化元素である Si,Mn,Ni、又はパーライト
促進元素である Mn,Cu などについてそれらの量を変化させて系統的に実験を進める。また、
組織制御の目標として、黒鉛球状化率を JIS の 80%以上よりも高く設定し、85%以上とした。
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常に JIS A 号と B 号の 2 種類 Y 形試験片を使用した。その肉厚は 12mm と 25mm である。
















 本研究の第 3 の課題、すなわち引張強さが 200MPa 程度の実用強度（乗用車の高減衰片
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 具体には、過共晶片状黒鉛鋳鉄材の機械的性質に対する Mn の影響を調べる実験Ⅰを行
った。実験Ⅱとして片状黒鉛鋳鉄材の強度及びブレーキ部材の耐熱性などを考慮するため、
セメンタイト安定化元素である Cr, Mo により強度を向上させるほか、耐熱疲労性を向上させる











































































































































































































































































































































































































































































































験片の強度が 200MPa 程度、組織は図 2-57 での特性を基本的に満足できる成分及び鋳型
ばらし条件を明らかにする。その鋳造方法及び主な実験条件を図 3-2 に示す。 
 
3.2.1 実験Ⅰ 
 実験Ⅰは、過共晶片状黒鉛鋳鉄の機械的性質に及ぼす Mn の影響を調査するため、Cr，
Mo 無添加の基本材と、これに Mn を 0.4～1.0%範囲で 3 水準変化させ実験行った（表 3-1）。
Mn をこの範囲に設定した理由としては、FC200～FC250 材を製造する際の基本的化学組成
は、求める強度に応じて CE 値を定める他、パーライト化を促進させる主要な元素の Mn の実
用添加範囲は 0.5～0.9%とするのが一般的である。そこで、実験Ⅰでは、さらにこの実用範囲
を若干広げて検討することとした。片状黒鉛鋳鉄に対する Mn の影響は S との関連で述べら
れることが多い。それは Mn と S が反応して MnS を形成し、それぞれの影響をが打ち消され
るためである。一方で、球状黒鉛鋳鉄では Mg や RE と S が反応するため、通常は低 S で生

































































































































































































































































































































































供試材の溶解は鋼屑と鋳造戻し材との配合比を 6：4 とし、100kg 高周波誘導電気炉を用い、
電極黒鉛、Fe-75%Si、Fe-Mn、Fe-Cr、Fe-Mo 合金により所定の目標化学成分に溶製した。












具体的には、過共晶組成の鋳鉄を CE（C）, Cr,Mo 及び Ni 量をそれぞれ 3 水準、試験片肉厚
は丸棒の径をφ13,20,30 及び 45mm の４水準、鋳型ばらし（取り出し条件）は A1 変態点上、
下で２水準にそれぞれ変化させた。基本材の化学組成は過共晶 CE をベースにした。また、
Mn 量の選定は後に示す実験Ⅰの結果から 0.8%Mn とし、Cr-Mo-Ni 量の選定は鋳鉄の高温
特性に対する Ni,Mo,Cr などの影響 2)を参考に次のように設定した。基本材の具体的な化学




丸棒試験片より、JIS Z 2201 の A,B,C,D 号試験片寸法に加工し、引張試験に供した。ここで、
型ばらしとは、高温溶湯を鋳型に鋳込んだ後、所定時間が経って、鋳型から鋳物製品を取り 
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/min であり、A1 点以上で型ばらし時の平均冷却速度は 51.4℃/min である。A1 変態点以上













































ル硬さの関係を示す。また、図 3-4 に ex-Mn 量、型ばらし温度と引張強さ及びブリネル硬さの
関係を示す。今回の結果では S 量を一定としたため、Mn 量、または ex-Mn 量のどちらの図で
も同じ傾向を示したが、S と Mn の相互作用を考え ex-Mn 量を用い記述する。Cr,Mo 無添加
材では、A1 変態点以下（550℃）の通常型ばらし条件での引張強さは 124MPa で、硬さは
156HB である。それに対して A1 以上（850℃）、いわゆる早ばらしの場合、引張強さが
141MPa、硬さは 163HB と僅かに高い。これは共析変態時の冷却速度の増加による影響と
考えられる。一方、0.5%Cr、0.2%Mo 添加材では、無添加材に対して約 80MPa 程度の強度
上昇で、FC200 材相当の強度を示し、硬さは 180HB 台で若干硬くなっている。従って、過共
晶組成鋳鉄でも適当な合金元素などによる基地強化により A1 変態点以下の温度の型ばらし
でも 200MPa の強度を確保することが可能であることが判明した。 
 
 














名称 Ｃ Ｓｉ Ｍｎ ex-Ｍｎ Ｐ Ｓ Ｃｒ Ｍｏ CE 備考
3ex-Mn 3.83 1.97 0.44 0.33 0.08 0.07 0.50 0.19 4.49
4ex-Mn 3.82 1.94 0.62 0.45 0.08 0.10 0.49 0.18 4.47
9ex-Mn 3.82 2.02 1.09 0.95 0.08 0.08 0.56 0.20 4.49
3ex-Mn











































































































































図 3-5 基本材、Cr，Mo 添加材の黒鉛及び基地組織 
 
（3）考察 
 過共晶鋳鉄の引張強さと ex-Mn 量の関係について、中江ら 5)により詳細な研究が行われて
いた。それによると、φ30 丸棒試験片では ex-Mn 量が 0.3～0.5%で、引張強さが最低値を示
す。今回の結果（図 3-4）を見てみると、凡そ 0.45～0.5%で最低値を示し、ほぼ一致している。
その理由として、今回の ex-Mn は 0.3～0.9%であり、S や P、N などは一定とした点にあると
考える。中江らの研究で明らかのように、ex-Mn が 0.2%以下では、S のパーライト化作用によ
 82
る機械的性質は向上するが、今回の検討範囲ではこれには該当しない。 
一方、ex-Mn が 0.5%以上では、Mn のパーライト化作用で機械的性質が向上すると説明さ
れ、本実験の結果はこれに該当するものと考える（組織変化は図 3-5 を参照）。また、過共晶
鋳鉄でも 200MPa 以上の強度を確保するため、図 3-4 の実験結果により Cr と Mo の適量添





表 3-4 に供試材の化学組成を示す。図 3-6、図 3-7 に試験片肉厚及び冷却条件（型ばらし
条件）、更に各成分の機械的性質に対する影響を調査した結果を示す。具体的には、図 3-6














Ｃ Ｓｉ Ｍｎ Ｐ Ｓ Ｃｒ Ｃｕ Ｍｏ Ｎｉ CE
1 3.72 2.00 0.76 0.074 0.089 0.31 0.04 0.21 0.93 4.39
2 3.82 1.81 0.68 0.074 0.085 0.30 0.04 0.27 0.98 4.42
3 3.98 1.97 0.72 0.074 0.086 0.30 0.04 0.27 0.84 4.64
1 3.81 1.92 0.82 0.071 0.089 0.21 0.04 0.32 0.91 4.45
2 3.82 1.81 0.68 0.074 0.085 0.30 0.04 0.27 0.98 4.42
3 3.84 1.90 0.77 0.071 0.086 0.50 0.04 0.30 0.91 4.47
1 3.84 1.87 0.75 0.069 0.084 0.30 0.05 0.20 0.89 4.46
2 3.82 1.81 0.68 0.074 0.085 0.30 0.04 0.27 0.98 4.42
3 3.88 1.83 0.78 0.076 0.083 0.30 0.05 0.44 0.90 4.49
1 3.80 1.91 0.83 0.075 0.089 0.31 0.03 0.34 0.76 4.44
2 3.82 1.81 0.68 0.074 0.085 0.30 0.04 0.27 0.98 4.42



























図 3-6 各種鋳鉄の引張強さに及ぼす合金元素と丸棒径及び型ばらし条件 
の影響 










































































































図 3-7 各種鋳鉄の硬さに及ぼす合金元素と丸棒径及び型ばらし条件の影響 
























































































の Cr,Mo,Ni 実験水準の場合にもほぼ同様に認められた。 
 
（2）供試材の組織 
図 3-8～図 3-13 に各合金成分と型ばらし条件、試験片肉厚（丸棒径）の黒鉛及び基地組織
に対する影響を分けて示した。全体としては、黒鉛組織は、丸棒径がφ13～φ45mm と大きく
なるにつれて、黒鉛の大きさは次第に大きくなってくる。また、φ13mm、φ20mm 丸棒（肉薄）
は D,E 型黒鉛が多く認められ、Cr などの添加量が多くなる試料ほど顕著であった。それに対
して、φ30mm、φ45mm の方は若干 C 型黒鉛（粗大）が認められた。 
図 3-8 に 0.4%Mo 添加材を A1 変態点温度以上で型ばらした試料の組織写真を示す。パー






















a） CE を変化させた試料の基地組織 
図 3-9（4.4CE 材）及び図 3-10（4.6CE 材）に示すように A1 変態点以上型ばらしの場合、丸































図 3-10 4.64CE（3.98C-2.0%Si）材の黒鉛及び基地組織に対する試験片径の影響 
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b） Cr 添加材の基地組織 
図 3-11（0.5%Cr 材）に示すように A1 変態点以上型ばらしの場合、丸棒径φ13mm、φ



















も観察される。0.2%Cr 添加材でも、同じ傾向を示す（表 3-5）。 
c） Mo 添加材の基地組織 





























































































































































































































































































































































































d） Ni 添加材の基地組織 
図 3-13 に示すように 1.1%Ni 添加材では、A1 変態点以上での型ばらしでは、φ13mm とφ
20mm 丸棒の組織が、ベイナイト、マルテンサイトが 90%以上の組織となっており、φ30mm
とφ45mm 丸棒の組織では A1 変態点上、下型ばらしと関係なく基地組織はパーライトが主で
ある。0.8Ni%添加材でも、同じ傾向を示す（表 3-6）。 
引張強さが 200MPa 以上得られた材料の基地組織の変化を CE と Cr の影響に関して表
3-5 に、Mo,Ni の影響に関して表 3-6 に示す。これらの表からパーライト量が 80～90%程度で、




















































イナイトが多く見られ、全て 60%を超え、1.1%Ni 含有材では 100%に達したものもある。これ








（１）A1変態点以下の通常型ばらし条件では、ex-Mn を 0.8%以上添加し、さらに Cr が 0.5%、
Mo が 0.2%同時添加すれば、200MPa の引張強さが得られる。その場合の組織は A 型黒鉛
で、マトリックスは緻密なパーライトである。 
 
（２）CE 値 4.4～4.6%の過共晶鋳鉄において、φ20mm 丸棒以下の肉厚試験片では、0.2
～0.5%Cr、0.2～0.4%Mo、0.8～1.1%Ni を同時含有させれば、200MPa をクリアできる。更
に A1 変態点以上の型ばらしを行うと、φ30mm 丸棒でも所期の目標を達成できることを確認
した。それらの場合の黒鉛組織は、φ20mm 丸棒以下の肉厚の場合、A 型が 40～80%で、残
りは他の D,E 型である。φ30mm 丸棒以上の肉厚の場合、A 型が 70～90%で、他は D,E 型
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である。基地組織は、A1 変態点以上で型ばらした試料の殆どがベイナイト（マルテンサイト）の
生成量が何れも 60～90%と高く、同試料のブリネル硬さは 235～277HB で、パーライト組織
を主とする鋳鉄ブレーキ材（JIS 規格材 FC200 では 223HB 以下）の加工性に比較して実用性
が乏しいことが明らかになった。しかし、φ30 丸棒において表 3-5 に示す CE（C）値 4.4（3.7）
～4.6（4.0）%試料の中、A1 変態点以上型ばらしを行っても、基地組織の 90%程度はパーライ
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第 4章  過 共 晶 片 状 黒 鉛 鋳 鉄 の減 衰 特 性 に及 ぼす黒 鉛 形 状  









4.1  緒 言  
 近年、自動車産業ではブレーキ部品において本来の機能、例えば高強度・耐ヒートクラック
性・耐摩耗性やブレーキの効きなどに加え、鳴き抑制に対する要求が年々高まってきている。
ここで、ブレーキの鳴きとは、ブレーキノイズの周波数が 2kHz から十数 kHz 範囲から出す聞
こえる音である。これらの音はキーキー又はチリチリのように聞こえるため、キー音又はチー


















堀 田 3 )は種 々の鋳 鉄 の減 衰 能 と黒 鉛 形 状 およびマトリックスの影 響 について
調 査 し、さらに、その機 構 について考 察 した。それによると、鋳 鉄 の減 衰 能 の程 度
は黒 鉛 の切 欠 き効 果 が最 も大 きく影 響 し、黒 鉛 量 及 びマトリックスの変 化 は 2 次
的 に作 用 するとしている。すなわち、僅 かの応 力 によって黒 鉛 先 端 部 において変
形 しやすく、そのマトリックス中 に起 こる層 間 のすべりによって減 衰 する。従 って、
黒 鉛 の形 態 （片 状 、球 状 ）やひずみ振 幅 依 存 性 （片 状 黒 鉛 ほど他 の球 状 黒 鉛 鋳
鉄 や鋼 に比 べ）が高 い。つまり、各 種 鋳 鉄 の減 衰 は黒 鉛 形 状 に支 配 されると結
論 した。また、フェライト基 地 は変 形 しやすく転 位 の働 きによる内 部 減 衰 が大 きくな
ると推 察 した。  
水 野 ら 4 )は片 状 黒 鉛 鋳 鉄 の疲 れ限 度 、減 衰 能 に及 ぼすオーステンパ処 理 （ベ
イナイト組 織 ）の影 響 について検 討 し、高 い減 衰 能 と高 い疲 れ限 度 を兼 ね備 える
ことができるとした。また、È.Plenard 5)は CE 値、冷却速度、接種及び熱処理などの影響
について調査し、減衰機構についても検討した。更に、Subramanian ら 6 )は過 共 晶 組 成
の片 状 黒 鉛 鋳 鉄 において、Nb,Mo,Cr,Ti などによる基 地 強 化 元 素 の添 加 により
高 減 衰 かつ高 強 度 を実 現 した。このように、従 来 から各 種 鋳 鉄 の減 衰 能 及 びそ
の減 衰 機 構 について研 究 され、そのメカニズムは黒 鉛 自 身 の減 衰 、マトリックスの
減 衰 （転 位 や磁 気 的 な働 き）、さらに黒 鉛 とマトリックス間 での摩 擦 による減 衰 の
3 つに分 けられることが判 明 している。 ’90 年 代 後 半 、高 強 度 かつ高 減 衰 能 を有
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する新 しい鋳 鉄 材 の研 究 ・開 発 が行 われてきていた 6 ) , 1 2 , 1 3 )。栗 熊 らの報 告 1 2 )で
は、引 張 強 さが 150MPa 以 上 で、ロータの対 数 減 衰 率 は 6×10- 3 以 上 としている。
著 者 らもその後 、大 型 商 用 車 用 高 減 衰 ブレーキ材 の開 発 を目 的 として黒 鉛 及 び
基 地 組 織 の減 衰 能 に及 ぼす影 響 について報 告 した 1 3 )。その中 、特 に黒 鉛 形 態
に対 する S（硫 黄 ）量 の影 響 に関 しては、中 江 らの高 純 度 鋳 鉄 系 における研 究 結
果 1 4 )に注 目 した。つまり、高 純 度 鋳 鉄 試 料 （S＜0.005%）では黒 鉛 形 状 が細 くて、
まっすぐのびているのに対 して、S を添 加 した 0.04%S 試 料 では、黒 鉛 は曲 がって
いる傾 向 を示 した。本 研 究 過 共 晶 CE の成 分 系 においても、黒 鉛 形 状 の変 化 は
それらのと一 致 する傾 向 を示 した。  
本 研 究 では、引 張 強 さが 200MPa 以 上 で、100×10×3mm 板 状 試 験 片 の対
数 減 衰 率 δが 20×10- 3 以 上 で（SDC で換 算 すると 3.9%）を兼 ね備 えるブレーキ
材 の開 発 を目 的 とした。従 来 の研 究 結 果 を勘 案 し、過 共 晶 片 状 黒 鉛 鋳 鉄 におけ
る黒 鉛 の形 態 と、減 衰 能 の関 係 、およびパーライト基 地 組 織 中 のマルテンサイト
またはベイナイトの析 出 量 の割 合 と減 衰 能 の関 係 について、実 験 調 査 を行 い、減
衰 能 との関 係 を明 らかにすることを目 的 とした。  
 
4.2  実 験 方 法  
4.2.1  減 衰 能 の表 示 法 及 び測 定 法  
高 減 衰 能 を有 する金 属 材 料 は、その主 たる減 衰 機 構 によって複 合 型 、超 塑 性
型 、強 磁 性 型 、転 位 型 、転 位 ・双 晶 、双 晶 型 の 6 つに分 類 されている 1 5 )。鋳 鉄 の
場 合 には、片 状 黒 鉛 の持 つ減 衰 機 構 とマグネットメカニカルダンピング機 構 1 6 )  
などの複 合 型 であることが知 られている。また、各 種 材 料 は固 有 減 衰 能 （SDC）と
引 張 強 さの関 係 は図 4-1 のように示 されている 1 6 )。ここで SDC とは振 動 する物
体 の 1 サイクルあたりの振 動 エネルギー損 失 率 （△W/W）である。金 属 材 料 の減
衰 能 を示 す値 には、このほかにも内 部 摩 擦 （Q－ 1）や対 数 減 衰 率 （δ）が用 いられ
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てきた。Q－ 1 とは強 制 振 動 による共 振 曲 線 の半 値 幅 から求 められており、δは振
幅 の自 由 減 衰 曲 線 より求 められる。また Q－ 1 は損 失 係 数 ηと言 われることもある。
これらの変 換 は 2-5 式 で示 したように簡 単 に行 うことができる 1 5 ) , 1 7 )。  
減 衰 能 の実 際 の測 定 には、一 般 的 に金 属 材 料 の弾 性 係 数 の測 定 にも用 いられ

















図 4-1 各種金属の固有減衰能と強度の関係 16) 
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4.2.2  供 試 材  
 供 試 材 はスチールスクラップと鋳 造 戻 し材 の割 合 を 6 対 4 とし、100kg 高 周 波
誘 導 電 気 炉 を用 い、電 極 黒 鉛 、Fe-75%Si 等 の市 販 の各 種 合 金 添 加 により所
定 の目 標 化 学 成 分 に溶 製 した。接 種 は Fe-75%Si を用 い、出 湯 時 に取 鍋 にて行
った。  
鋳 型 は自 硬 性 ペップセット型 を使 用 し、試 験 片 としてはφ30mm 丸 棒 およびφ
150×ｔ15mm の円 盤 試 験 片 を用 いて、1400～1430℃で注 湯 した。型 ばらし温 度
は実 験 目 的 に応 じてＡ１変 態 点 の上 、下 の２水 準 で行 った。  
黒 鉛 の形 態 は硫 黄 （以 下 S で示 す）含 有 量 を変 化 させることにより制 御 できる
こと 1 4 )  から、実 験 Ⅰ試 料 は過 共 晶 鋳 鉄 の黒 鉛 組 織 を変 化 させる目 的 にＳ含 有
量 を変 化 させた（表 4-1）。また、実 験 Ⅱ試 料 は CE を過 共 晶 成 分 の 4.5%一 定 と
し、黒 鉛 形 状 係 数 （後 に記 述 する）の異 なる 4 つの A 型 黒 鉛 試 料 を調 整 した。一
方 、実 験 Ⅲ試 料 は基 地 組 織 （主 にパーライト）中 のマルテンサイトおよびベイナイト
量 を主 に Ni の含 有 量 によって変 化 させた。一 部 の試 験 片 では型 ばらし条 件 など
を変 化 させ、その析 出 量 を変 化 させた。また、オールマルテンサイト基 地 組 織 の試
料 は焼 き入 れ（900℃×0.5h→油 冷 ）により得 た。マルテンサイト量 は減 衰 率 を測
定 した試 験 片 をバフ研 磨 後 、5%硫 酸 アルコール液 で数 分 、更 に 5%硝 酸 アルコ
ール液 で極 短 時 間 エッチングした後 、画 像 解 析 装 置 を用 いてその量 を測 定 した。  
減 衰 能 測 定 は円 盤 試 験 片 より 100×10×3mm 板 状 試 験 片 に加 工 し、横 自
由 振 動 法 により減 衰 率 測 定 に供 した。尚 、引 張 強 さはφ30mm 丸 棒 より加 工 し
た JIS8C 号 試 験 片 を用 いた。測 定 の詳 細 は 2.2.4 節 に記 述 した通 りである。  
 
4.3  実 験 結 果 及 び考 察  
4.3.1  硫 黄 含 有 量 と黒 鉛 組 織  
 表 4-1 に供 試 材 の化 学 成 分 及 び引 張 強 さ、対 数 減 衰 率 を示 す。また、黒 鉛 組
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織 に対 する S 含 有 量 の影 響 を図 4-2 に示 す。  S が 0.01%と極 めて少 ない場 合 、
黒 鉛 形 状 はまっすぐに伸 びているもの（図 4-2a）に、D,E 型 黒 鉛 （図 4-2b）が約
30～40%と多 く認 められた。これとは対 照 的 に 0.08,0.17%S と S を多 く含 有 させ
ると、黒 鉛 形 状 が曲 がる様 子 が見 受 けられた。しかし、0.17%S 材 の組 織 を見 る
と、A 型 黒 鉛 以 外 に B 型 又 は崩 れた異 常 黒 鉛 形 態 が多 く認 められた。一 方 、これ
に比 較 して S 含 有 量 が 0.08%程 度 の黒 鉛 組 織 は、局 部 的 に黒 鉛 が粗 大 化 して
いる傾 向 はあるが、主 として良 好 な A 型 黒 鉛 を呈 している。それらの黒 鉛 形 状 に
及 ぼす S 量 の影 響 は辛 、中 江 らの研 究 結 果 と一 致 している 1 4 )。  従 って、A 型 黒
鉛 を得 る条 件 の一 つは適 正 な S 含 有 量 が必 要 と考 える。実 用 的 にはその適 正 な
S 量 を 0.05～0.10%位 であることを確 認 している。  
 














Ｃ Ｓｉ Ｍｎ Ｐ Ｓ Ｃｒ Ｍｏ Ｎｉ CE T.S（MPa） HB
1 3.91 2.06 0.42 0.04 0.01 0.03 0.18 ー 4.60 117 128 18.8 D＋A,他
2 3.81 2.04 0.43 0.05 0.08 0.03 ー ー 4.49 124 156 13.3 A＋D,C
3 3.89 2.03 0.41 0.04 0.17 0.03 0.18 ー 4.57 167 183 11.2 A＋E,D,他
1 3.88 1.90 0.88 0.08 0.08 0.27 0.30 0.95 4.51 210 229 13.1 Ａ（Ko=31.9）
2 3.81 1.77 0.86 0.08 0.07 0.24 0.30 0.93 4.40 202 223 18.8 Ａ（Ko=35.6）
3 3.81 1.77 0.86 0.08 0.07 0.24 0.30 0.93 4.40 202 223 30.2 Ａ（Ko=36.1）
4 3.89 1.73 0.84 0.08 0.07 0.24 0.28 0.91 4.47 210 229 50.2 Ａ（Ko=39.9）
1 3.86 2.18 0.68 0.09 0.09 0.31 0.22 0.21 4.59 204 197 22.3 0% M
2 3.81 1.77 0.86 0.08 0.07 0.24 0.30 0.93 4.40 202 223 28.8 4.1% M
3 3.83 2.09 0.89 0.07 0.06 0.29 0.28 1.10 4.53 197 235 37.4 12% M
4 3.81 1.77 0.86 0.08 0.07 0.24 0.28 0.93 4.40 ー ー 58.7 100%M














に評価するため、橋浦の報告 18)に基づいて、黒鉛形状係数 Ko (細長さ係数)を下記の式で定
義した。  
 
                    Ko ＝PM／√A  
 
ここで、 PM は黒鉛平均周囲長、A は黒鉛の平均面積である。ちなみに球状黒鉛（円）の形
状係数は 12.56 になり、片状黒鉛ではこれ以上の値を取り、この値が大きいほど細長いことを
示す。例えば同じ面積 A を有する 2 試料（2 種類の黒鉛形状）を考えてみると、周囲長が長い
ほど、Ko が大きくなり、Ko が大きいほど黒鉛形状が細長いことを示す。また、周囲長一定の 2
種の黒鉛を考えると、黒鉛面積が小さいほど Ko が大きくなる。 
しかし、Ko による黒鉛形状の評価は D 型黒鉛に適用するのは難しい。そこで A 型黒鉛試料
に限定して Ko による評価を導入した。 
 
（2） 黒鉛形状係数 Ko と減衰率の関係 
 黒鉛形状係数 Ko の対数減衰率に及ぼす影響を調べるため、まず、炭素当量を過共晶成分
の 4.5%に一定とし、Ko の異なる 4 つの A 型黒鉛試料（表 4-1 の実験 Ⅱ）を作製した。それら
の黒鉛組織写真を図 4-3 に示す。また、Ko と対数減衰率の関係を図 4-4 に示す。図 4-4 に示
すように、Ko が約 32～40 と大きくなるにつれて減衰率が大きくなることが明らかである。その
原因は、基地組織の影響もあるが、ほぼ同じ大きさの黒鉛の形状が細長くなればなるほど減



















































 基地組織と減衰率の関係を調査するために、表 4-1 の実験Ⅲに示す試料を用いた。この実
験では主として Ni 含有量を変化させ、鋳放しで基地組織中のマルテンサイトの析出量を 0～
12%まで変化させた。また、マルテンサイト量が 100%の試験片は鋳放し材を焼入れ熱処理
により得た。図 4-5 に各 種 マルテンサイト量 の代 表 的 な基 地 組 織 写 真 を示 す。また、
図 4-6 に基地組織中のマルテンサイト量（%）と対数減衰率δの関係を示す。 
図 4-5 に示したように、 Ni 量の増加によりマルテンサイト＋ベイナイト量が増大することが





















M=０％，δ=２２.３×10-3 M=４.１，δ=２８.８×10-3 M=１１.９，δ=３７.４×10-3 M=８７.３，δ=５８.７×10-3
25μm














































































4-7 に強度が 210MPa、対数減衰率が 50.2×10-3 である実験Ⅱ-4 試料の組織を示す。図







の実験Ⅱ-3 とⅡ-4 材に示すように強度 200MPa 以上で対数減衰率が 30～50×10-3 で、目


























図 4-7 試料 Ⅱ-4 の顕微鏡組織と SEM 及び EPMA による P のマッピング 

















黒鉛では、A 型が主とするが、強度に劣る C 型黒鉛、または減衰性に不利な D,E 型黒鉛は
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本章では、鋳放し条件に限定した各種検討を行うことにより、2 章の図 2-56 に示した高強
度・高延性球状黒鉛鋳鉄材の特性目標を達成する合金組成及び組織制御の指針を明確にす










































































































































































































































































































































































































































































5.2.1 合金元素の影響（実験Ⅰ）  
球状黒鉛鋳鉄材の高強度化には合金元素の選定は、一般的にフェライトとパーライトの強
化により行うことが多い。本研究ではフェライト強化元素である Si,Mn,Ni と、パーライト安定化
元素である Cu と Mn などの組合せで、高強度と高延性をバランスよく実現する最適な量を明
らかにする。また、S が MgS として安定した黒鉛核物質を形成することで黒鉛粒数の増加に
寄与し、薄肉 FCD 製品のチル組織を無くす効果が得られる研究 1)に注目した。そこで、本研
究では S が球状化阻害元素であるとする旧知の事実に反して、S 量の増加により高強度・高
延性 FCD 材を製造するための条件を検討した。 
 実験Ⅰは Si,Mn,Cu,Ni 及び S の影響を調査するため、各元素の添加量を各々3～5 水準
に変化させた。具体には、Si を 2.0, 2.3, 2.5%の 3 水準とし、Mn を 0.2, 0.3，0.5%の 3 水
準、Cu を 0.5, 1.0, 1.5%の 3 水準、Ni を 0, 1.0, 1.5 と 2%の 4 水準、S は 0.005 以下、
0.010, 0.012, 0.014 と 0.020%の 5 水準に変化させ、鋳造実験を行った。また、他の成分は
一定とした。 
 供試材の溶解は地金の配合として、Si，Mn，Cu，Ni 実験材では、高純度銑鉄と鋼屑との配
合比を 9 対 1 とし、鋳造戻しは使用していない。一方、S 実験材では、高純度銑鉄と鋼屑と鋳
造戻し材の比を 5：2：3 とした。100kg 高周波誘導電気炉を用い、市販の電極黒





試験片は図 5-2 に示す JIS G 5502-2001 規格の Y 型試験片（以下 Y 型試験片を単に YB
と記す）の平行部肉厚 12mm（A 号）， 25mm（B 号）の 2 種類を用いた。また、鋳型はフェノー
ルウレタン系自硬性ペップセット型を使用した。鋳型ばらしは、鋳型内で 90 分経過した時点で
 115
試片の温度は 500℃以下で解枠し、空中自然冷却とした。これら Y 形ブロックより切出し、JIS 
Z 2201 の 4 号試験片に加工をし、引張試験に供した。 
 
5.2.2 供試材肉厚の影響（実験Ⅱ）  
実験Ⅱは、Y 型試験片の肉厚を変えることで冷却速度を調整し、機械的性質と組織に対す
る影響を確認するため、FCD600 相当材を用いて鋳造実験を行った。 
 ここでは、供試 YB 鋳造材は図 5-2 に示す A 号, B 号の他、新たに 2 種類厚肉試験片 C 号
（50mm）とD号（75mm） を加え、合計4種類を選んで引張試験及び熱分析を実施した。実験
方法は次の通りである。 
供試材の溶解は地金の配合比として、鋼屑と FCD 鋳造戻り材を 1 対 1 とし、100kg 溶解で
行った。目標組成は 3.7%C-2.65%Si-0.4%Mn-0.4%Cu とした。球状化処理、接種方法など
は実験Ⅰと同じである。 
また、鋳型ばらし温度の影響を確認するため、図 5-3 に示す位置で測温し、A1 変態点以上、





 鋳放し材の最適鋳造条件の検討に際し、図 5-4 に示すような考え方 2)に基づいて、球状黒鉛
鋳鉄材の基地組織の微細化（オーステナイト→フェライト）による強靭化を検討した。基地組織










































種類 a b c d e
A号 12 40 25 135 270
B号 25 55 40 140 250
C号 50 90 50 160 290
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1.5%Ni 入り材（以下 Ni-FCD450 材と称す）、Ni を無添加で Cu-Cr-Sn を適量添加した
FCD700 相当高強度材（以下高強度試作材 1 と称す）及び 800MPa-10%を狙った 1.5%Ni
を添加した Ni-Cu 高強度材（高強度試作材 2 と称す）の４つの供試材とした。さらに 3 つの試
作材は、黒鉛粒数を増加させるため、S を炉中溶湯で 0.01%程度、仕上溶湯では 0.008%を
狙って添加した。これら以外の成分は基本的に比較材である FCD450 材と同一成分を目標と
した。 
溶 湯 を 注 湯 用 取 鍋 に て Fe-45%Si-4.5%Mg-1.0RE-1.6%Ca- の 球 状 化 剤 1.4% と
Fe-75%Si とカバー材でサンドイッチ方式による球状化処理を施した後、フェノールウレタン系
レジンを用いた自硬性鋳型（B 号 Y 形試験片）に注湯した。また、実験Ⅰ,Ⅱと異なって実験Ⅲ
では試験片肉厚を一定とし、これに冷し金を用いて急速に冷却させ、その機械的性質への影
響を検討した。冷し金の寸法は図5-2に示す長さ（e）×高さ（c）を260×25mmとし、鉄板の厚
さを 9mm とした。それを B 号 YB の引張試験片採取平行部の両側に設置した。 
鋳造条件の変動要因としては、引張と伸び特性を鋳放し材の段階から見極めるために、注
湯温度(高温で 1405±5℃、低温で 1340±5℃)、冷し金の有無（YB の平行部両側に設置し





表 5-1 及び表 5-2 に珪素 Si，マンガン Mn，銅 Cu，ニッケル Ni 及び硫黄 S 添加供試材の
化学組成を示す。添加した合金元素以外の成分はほぼ同じレベルであることがわかる。 
 図 5-5～図 5-8 に Si,Mn,Cu,Ni を変化させた実験材の引張と伸びの結果を示す。また、
図 5-9 と図 5-10 に S 実験材の引張と伸びの関係を示す。Si に関しては 2.5Si 材は強さと伸
びのバランスが最もよく、Mn に関しては、0.3Mn 添加の薄肉 A-YB 材が 800MPa を超えて、




伸びの減少は著しい。一方、Cu 材の中では 0.5%Cu 材の特性が比較的良い。 
Ni 材に関しては、Ni 量が 0～2.0%と大きく変化しても、A-YB 材では、強度が大きく向上す
るが伸びは減少せずほぼ横ばいである。また、B-YB 材でも、強度の増加と伴に伸びの減少














































名称 Ｃ Ｓｉ Ｍｎ Ｓ Ｃｕ Ｃｒ Ｍｇ Ｎｉ CE
2.0Si 3.72 2.01 0.31 0.011 0.95 0.029 0.040 1.27 4.39
2.3Si 3.70 2.27 0.30 0.012 0.95 0.029 0.032 1.21 4.45
2.5Si 3.56 2.54 0.33 0.010 0.99 0.028 0.035 1.26 4.41
0.2Mn 3.66 2.63 0.24 0.011 0.53 0.032 0.036 1.21 4.54
0.3Mn 3.64 2.60 0.31 0.011 0.55 0.030 0.034 1.24 4.50
0.5Mn 3.63 2.59 0.45 0.011 0.56 0.031 0.036 1.29 4.49
0.5Cu 3.64 2.57 0.32 0.011 0.48 0.027 0.038 1.30 4.49
1.0Cu 3.63 2.57 0.33 0.011 0.98 0.030 0.037 1.25 4.48
1.5Cu 3.59 2.48 0.32 0.010 1.48 0.028 0.042 1.26 4.42
0Ni 3.66 2.60 0.37 0.010 0.61 0.041 0.034 0.02 4.53
1Ni 3.63 2.58 0.33 0.010 0.57 0.035 0.037 1.03 4.49
1.5Ni 3.69 2.64 0.37 0.010 0.61 0.051 0.038 1.36 4.57
2Ni 3.66 2.55 0.33 0.011 0.58 0.034 0.040 2.14 4.51
名称 Ｃ Ｓｉ Ｍｎ Ｐ Ｓ Ｃｕ Ｃｒ Ｍｇ Ｎｉ CE
8S 3.62 2.33 0.43 0.027 0.005 0.66 0.061 0.038 1.48 4.40
10S 3.69 2.45 0.40 0.028 0.006 0.60 0.047 0.039 1.51 4.51
12S 3.59 2.37 0.38 0.028 0.008 0.59 0.042 0.040 1.40 4.38
14S 3.59 2.37 0.37 0.027 0.010 0.59 0.042 0.031 1.36 4.38










































































































































































































図 5-9 に示したように S 材に関しては、含有量 0.005（S 無添加）～0.016%（0.020%添加）
の範囲において、0.008%までは強度（800MPa を満足）にはあまり影響を示さないが、伸びは
S 量が 0.010%までは増加とともに若干向上し、その後ほぼ一定となる傾向を示す。また、図
5-10 に示したように、強度と伸びのバランスでは、A-YB 薄肉材の 8S～14S 材（含有量 0.006
～0.010%材）が比較的良く、また、B-YB 材の場合、12S 材（含有量 0.008%）が最も良いこと
が明らかである。一方、20S 材（0.020%添加、0.016%含有材）は肉厚に関係なく両方とも最










































存在することが判明した。S 量の黒鉛球状化率への影響は図 5-13 の組織写真を見ると明ら
かである。すなわち、0.016%S 材は黒鉛組織の一部が球状から崩れて芋虫状（CV 黒鉛）に
なっている。 




また、なぜ S 量が多くなれば黒鉛粒数が増えることについては、中江、五十嵐ら 3,5)の研究




第 2 章の図 2-216)に示した Si,Mn,Cu,Ni の強度への影響については、フェライトの強さに対
する合金元素の影響より、鋳鉄の主要合金元素である Si や Mn は著しいフェライト強化元素
であることがわかる。また、一般的には Mn や Cu などのパーライト安定化元素の添加で FCD




















































































































































































































（1）FCD600 材各種肉厚 YB の熱分析曲線 
 表 5-3 に示す化学組成を有する FCD600 相当材の A，B，C 及び D 号 YB における熱分
析の結果を図 5-15 に示す。肉厚 12～75mmYB 材の肉厚中央部で測定した冷却曲線が示す
ように、YB の肉厚が厚くなるほど共晶凝固及び共析変態の時間が長く、冷却が遅くなってい
る。それぞれの YB の中央部温度が 850℃（以下 A１上）または 500℃以下（以下 A1 下）になっ
た時点で、鋳型ばらし（YB を鋳型から取り出し）を行った試料の機械的性質の結果を次に記
す。 
（2）各種肉厚 YB の機械的性質 





































































また、A１上、下での型ばらし同士を比較すると、A1 上で早く解枠した YB の引張強さが高く、
しかも肉厚薄い YB ほどその差は大きいことが認められた。一方、伸びは A1 上早く開枠した方
が低くなるが、YB 肉厚の影響は認められなかった。また、硬さでは A１上で解枠した方が若干
硬くなって、肉厚による影響は認められない。 




















図 5-15 FCD600 材の冷却に及ぼす YB 肉厚の影響 
C Si Mn P S Cr Cu Mg










































































































加傾向を示す。図 5-19 にそれらの引張試験片の破断面の SEM 観察写真を示す。図に示す
ように12mm～75mm材の肉厚が厚くなるにともない黒鉛粒径が大きく、マトリックスも粗くなっ
ていることが明らかである。 
































































































































































































各供試材の化学組成を表 5-4 に示す。 
 （1）鋳造条件と機械的性質 
図 5-20 及び表 5-5 に B 号-YB の 4 種材料における鋳造条件と引張強さと伸びの関係を示
す。A1 変態点温度上、下での型ばらしの引張強さと伸びの関係を見てみると、A1 変態点以下
型ばらした時（図 5-20 a））の結果を、当社材料の伸び-引張強さ線図に重ねてみると、3 種の
試作材の中、Ni が 1.5%入った高強度試作材 2 のほうが高伸び側に移っており、他の二つの
試作材より特性が良いことが分かる。 















と基地組織に対する影響を取り纏めて図 5-21 と図 5-22 に示す。同様に Ni-FCD450 材の組
織への影響を図 5-23 と図 5-24 に示す。黒鉛組織では、FCD450 材（図 5-21）、Ni-FCD450  
 135







































































径が細かいことが判明した。その粒数の差は FCD450 材の場合、最大 213 個、Ni-FCD450
材の場合 195 個も生じていた。冷し金有無や注湯温度などの違いによる凝固時の冷却速度
（過冷など）が異なることが大きな理由であると考えている。 




 一方、図 5-24 の Ni-FDC450 材の場合、同上同じ組み合わせ鋳造条件でのパーライト面積
率は 13.6%が最も少なく、39.0%が最も多かった。すなわち、両差の差は約 25%にも達してい
た。ゆえに、同様な鋳造条件で 1.5%Ni 添加の Ni-FCD450 材のほうが機械的性質に対する
鋳造条件の影響が FCD450 材より大きいことが判明した。 
2) 型ばらし条件、注湯温度の影響 
冷し金使用した FCD450 材及び Ni-FCD450 材の基地組織に対する A1 変態点上、下での
型ばらし及び注湯温度の影響を図 5-25 及び図 5-26 に示す。図 5-25 に示すように FCD450
材の場合、A1 変態点以上型ばらしかつ高温注湯の試料では、パーライト面積率が 37.8%で
最も高い。それに対して、A1 変態点以下型ばらしかつ低温注湯の試料では、パーライト面積
率は僅か 2.9%しかなかった。両者の差は約 35%に達し、先の 1) 項に記述した冷し金及び注


































































































































































































































































































  Si はフェライトへの固溶強化により伸びを減じることなく降伏強度や引張強さを高める。今
回の検討範囲においては 2.5%Si が引張強さと伸びの関係が最も良好であった。 
  Ni は固溶強化、フェライト結晶粒の微細化などで、強度を高めると同時に、添加量 0～
2.0mass%と大きく変化しても、A 号と B 号 YB 材では、強度は大きく向上するが伸びは減少せ
ず、ほぼ横ばいまたは僅か減少に留まり、Mn や Cu に比べ伸びの減少がかなり少ないことが
わかった。 
  S は従来から球状化阻害元素として、積極添加は厳しく制約してきた経緯があった。しかし、
今回 0～0.020mass％添加した試料を用いて検討した結果、含有量 0.008～0.010mass%程




考える。   
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2.5%程度 Si、Mn≦0.3%、Cu≦ 0.5%、 Ni≧1.5%%、S は 0.008～0.010%（球状化率≧
85%） 
◆黒鉛及び基地組織は 
球状化率は 85%（JIS 規格では 80%以上）以上、高いほど良い。黒鉛粒数をできるだけ多く
し、25mmYB 材の場合 150 個/mm2 以上、12mmYB 材の場合 200 個/mm2 以上が望ましい。
また、 パ ーライト率（フェラ イ ト率）は 70 ～ 85% （ 30 ～ 15% ）程度が強度と伸びが、
800MPa-10%をバランスよく達成するのに必要である。 
 （2）冷却条件の影響 
 A1 以上、以下の鋳型ばらし温度の影響に関しては次の通りである。いずれの肉厚 YB の場
合でも、強度は A1 以上の方高いが、伸びは低くなる。また、引張強さと伸びのバランスで見た
場合、A1 上、下での型ばらしと関係なく、薄肉 YB ほどバランスがよいことを示す。 













表 5-5、または図 5-20 の b)に示す鋳放し材（B 号：25mmYB）の結果をみると、3 つの試作
材の組成とも、A1 変態点以上鋳型早ばらし条件を用いれば、高強度・高伸びの特性を獲得で
きることが明らかになった。これより、高強度試作材 1（875MPa- 10.5%）及び高強度試作材 2
（819MPa- 10.2%）では、何れも 800MPa-10%の目標を達成した。冷し金を用いない
Ni-FCD450 材及び高強度試作材 2 でも、それぞれ 902MPa-9%と 889MPa-9.4%の高強度・
高伸び特性を得ている。従って、いずれの試作材とも、A1 変態点以上での型ばらしを行えば、
引張強さと伸びのバンランスに優れる鋳放し材が得られることが明らかになった。   
 










図 5-29 にそれら材料の組織写真を示す。黒鉛及び基地組織の特徴を表 5-5 のデータとあ
わせて見てみると、黒鉛組織では、冷し金を用いた高強度試作材 1，2 の黒鉛粒数はそれぞ
れ 362 個、390 個/mm2 で、冷し金を使用しなかった Ni-FCD450 材と高強度試作材 2 の黒鉛
基地組織
平均粒数 球状化率 パーライト率 引張強さ 伸び
あり なし A1以下 A1以上 高温 低温 個/mm2 % % MPa %
FCD450 ○ ○ ○ 269 98.2 37.8 644 16.0
○ ○ ○ 158 95.9 39.0 601 15.9
○ ○ ○ 162 95.5 81.3 902 9.0
高強度試作材1 ○ ○ ○ 362 98.8 84.6 875 10.5
○ ○ ○ 390 98.5 73.9 819 10.2










1 が 84.6%で最も多く、高強度試作材 2 の 73.9%は最も少なかった。よって、バランスのよい
高強度-高伸び材のパーライト率は 70～85%程度に制御することが望ましいと考える。 
◆ FCD600 の中強度-高伸び材 
表 5-5、または図 5-20 に示すように、鋳放し条件では、FCD450 材と Ni-FCD450 材で
600MPa-16%程度（644MPa-16%と 601MPa-16%）が得られることを示す。化学組成以外の
鋳造条件で見ると、FCD450 材では A１変態点以上での型ばらしが必要で、Ni-FCD450 材で
は A１変態点以下の通常型ばらしでも、同等な FCD600 の材料を得ることができる。FCD450
材と Ni-FCD450 両材の組織写真を図 5-30 に示す。表 5-5 に示すように黒鉛及び基地組織に






































図 5-30  鋳放し FCD600 高伸び材の基地組織に対する型ばらしの影響 
a) 球状化率：98.2%、黒鉛粒数：269 個、パーライト率：37.8% 
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第 6 章  球 状 黒 鉛 鋳 鉄 の基 地 組 織 、機 械 的 性 質 に及 ぼす熱 処 理
の影 響  
 
 












討を試みた。すなわち、数μm 径のフェライトとパーライトからなる微細な 2 相混合組織とする
ことを目的とした。鋼の分野では、結晶粒の微細化と第 2 相粒子の均一微細分散化による構




一方、鋼の一部にも C を黒鉛化させた黒鉛鋼の研究があり 6,7)、Okamoto は P（リン）と S
にセメンタイト（パーライトと言ってもよい）安定化作用を認めている。これら元素の黒鉛化防止
作用はセメンタイトへの P と S への吸着であろうと推論している。また、フェライト基地中のセメ
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ンタイト粒子の粗大化に及ぼす合金元素の影響において、佐久間ら 8)は、表面活性元素であ




と 2 相混合組織を得るための製造条件の検討と、これら組織とを検討した。 
 
6.2 実 験 方 法  
6.2.1 供試材の作製 
 供試材は 100kg 高周波誘導電気炉を用い、リン添加試料（以下 P 材と称す）は、高純度銑
鉄と鋼屑、球状黒鉛鋳鉄の戻し材の割合を 5 対 2 対 3 で配合し溶製した。すず添加試料（以
下 Sn 材と称す）では、鋼くずと球状黒鉛鋳鉄戻し材の比を 1 対 1 とした。各添加剤は電極黒
鉛、Fe-75%Si、Fe-28%P 及び純度 99.9%の金属 Sn を用いた。黒鉛球状化処理は球状化剤
Fe-45%Si-4.5%Mg-1.1%RE-1.5%Ca 合金を 1.4%、これに Fe-75%Si 及び少量の鋼屑をカ
バ ー 材 と し て 用 い た サ ン ド イ ッ チ 法 で 行 っ た 。 こ れ ら 試 料 の 目 標 組 成 は 基 本 的 に
3.65%C-2.5%Si-0.3%Mn-0.2%Cu とし、P 材は P 含有量を 0，0.05，0.1，0.2%とした。Sn 材
は 0.5%Cu で 0，0.04，0.06%Sn とした。 
 球状化処理した溶湯を自硬性 25mmYB 鋳型に注湯し、90 分間鋳型内冷却した後、型ばら
しを行った。これは温度が 500℃以下であり A1 点以下の型ばらし材と称す。Y 形試験片底部
より、25×25×260mm 長さ（組織及び引張試験用）に切断して供試材とした。これら熱処理




900℃加熱・冷却熱サイクルにおける熱膨張曲線から Ac1、Ar1（Ac1 は加熱時の A1 変態温度、
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Ar1 は冷却時の A1 変態温度）を求めた。測定は真空中で行った。加熱、冷却時の平均速度は
0.25K／s とした。  
供試材の A c1 と Ar1 変態点温度を表 6-1 に示す。これにより熱処理条件を決めた。 下記
のように選定した各熱処理温度は表 6-1 の A c1 と Ar1 変態点温度と比較すると、600℃は Ar1
以下の温度であり、750℃は Ar1 と Ac1 の間、800℃は Ac1 の僅か上であることが確認できた。 
また、900℃は Ac1 よりかなり高く、完全なオーステナイト域の温度である。 
 













これらの供試材は熱処理条件ごとに P 材は 4 試料、Sn 材は 3 試料を同時に鋼製容器に黒
鉛粉と共に挿入し、図 6-1 に示す A，B パターンで熱処理を施した。A パターンは Ac1 と Ar1 の
中間の温度と直上、直下で保持後冷却する熱処理パターンである。B パターンは 900℃保持
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800℃である。保持温度までの平均加熱速度は 0.21K/s であった。 B パターンでは 1 段目は
900℃×40min とし、900℃までの平均加熱速度は 0.32K/s であった。 2 段目の各温度まで
炉冷し（平均冷却速度 0.07K/s）、 60min 保持を行った。     
Sn 材は 700℃、750℃、800℃の A-2 パターン熱処理のみとした。保持時間は 180min で
ある。また、すべての供試材は所定の保持温度および保持時間で保持後、鋼容器毎に炉外
に取り出し、室温まで空冷した。平均冷却速度は、P 材では 0.30K/s、Sn 材では 0.24K/s で
あった。  
（2）引張試験供試材の熱処理方法 
引張試験供試材の熱処理は基本的に図 6-1 に示した A パターンと B パターンで熱処理を
施した。但し、保持温度の選定は、上記組織検討の結果を踏まえ、P 材は A-1 パターンの
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6.2.4 組織観察法 
光学顕微鏡観察は、試料研磨後 5%硝酸アルコール液で腐食し、低倍率（×100 倍）と高倍







 得られた試料の化学組成を表 6-2 に示す。ここで、試料の分析方法は、C, S はチル試料を
用いて高周波燃焼赤外線法により、他の成分は試料から切粉を採取し、湿式分析法で行った。
これらの試料は P 材では 0P,5P, 10P, 20P と、Sn 材では 0Sn, 4Sn,  6Sn と標記した。両材
料の鋳放し材の基地組織は図 6-2 に示すようにすべて層状パーライトである。P 材では図 6-3
に示すように P 含有量を 0%～0.19%まで増やすにつれて、パーライト率は 24%から 73%ま
で増加する。また、Sn 材では 0 Sn 試料が 88%、4Sn と 6 Sn 試料は 100%パーライトである
ことより、P 及び Sn（または Cu）によるパーライト安定化作用が認められた。 
 
 







Ｃ Ｓｉ Ｍｎ Ｐ Ｓ Ｃｕ Ｍｇ Ｓｎ
0P 3.59 2.60 0.29 0.017 0.007 0.22 0.037 ー
5P 3.71 2.52 0.25 0.052 0.008 0.24 0.035 ー
10P 3.69 2.48 0.28 0.098 0.008 0.24 0.037 ー
20P 3.65 2.38 0.28 0.188 0.008 0.23 0.035 ー
0Sn 3.70 2.44 0.52 0.019 0.007 0.56 0.039 0.010
4Sn 3.68 2.39 0.38 0.017 0.008 0.56 0.042 0.045
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図 6-3  鋳放し材の P 含有量とパーライト率の関係 
 
 
6.3.2 A パターン熱処理材の基地組織 







0P，5P，10P の 3 試料もほとんどがフェライト化し、僅かなパーライトが残存するにとどまっ
た。 
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セル境界部に球状パーライト（PG）が僅かに点在している。一方、700℃、750℃では黒鉛の
周囲に球状パーライト、黒鉛から離れた共晶セル境界付近では層状パーライトが残っている。
また、パーライト量は P 材と比べて Sn 材ではかなり多くなっている。  
パーライトの形態を確認するため、A パターンの 6Sn（750℃）及び 4Sn（800℃）試料の球
状パーライト組織を SEM により立体観察した結果を図 6-6 と図 6-7 に示す。これらより、球状
パーライトは立体的には棒状（図 6-6）又は珊瑚状（図 6-7）パーライトであることが判明した。 
 
6.3.3 P 材のＢパターン（2 段熱処理）熱処理試料の基地組織 
2 段熱処理は P 材のみ行った。その基地組織を図 6-8 に示す。Ｂパターン熱処理の各温度
条件において、パーライトはすべて層状である。また、800℃試料は 10μｍ径程度のフェライ
トとパーライトからなる明白な 2 相混合組織になっている。 
 
6.3.4 熱処理組織のまとめ 
A,B パターン全ての試料の基地組織と熱処理条件との関係をまとめて表 6-3 に示す。表中
で鋳放し材の熱処理温度は冷却開始温度を 1150℃と考えて表記した。これより次のことが言
える。 
（1）球状パーライトは A パターン熱処理条件のみ得られる。その場合、P 材は 
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図 6-6  A パターン 750℃熱処理した 6Sn 材の球状パーライト 
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6.3.5 A,B パターン熱処理材の機械的性質 
 図 6-9 に P 材、図 6-10 に Sn 材の鋳放し材と球状パーライト（粒状パーライトとも呼ぶ 11））





か 2.5%とかなり低かった。それに対して、B パターン（2 段）800℃加熱保持後炉冷した同 20P
材の伸びは 22%まで大幅に改善された。その原因は、炉冷材のフェライト量が大幅に増えた
ことによる伸びを向上した分のほか、ステダイト先端の形態の変化も一因であることが後の
SEM 及び EPMA による調査で明らかになった。すなわち、図 6-11 に示す鋳放し材のステダイ
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図 6-10 Sn 添加材の引張強さと伸びの関係（鋳放し材、A,B パターン熱処理材） 
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図 6-12 20P 熱処理材の SEM、EPMA によるステダイト先端形状の観察 
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6.4 実験結果の考察 
6.4.1 球状パーライトの生成条件 
先の表 6-3 より、P 材の球状パーライトは A パターンの 750℃のみ一部に生成している。
600℃及び 800℃では層状パーライトである。即ち、Ar1 点の下または Ac1 の直上で 60min 保




6.4.2 パーライトの層状から球状への遷移機構 5) 
まず、図 6-13 に 6Sn（750℃）試料で球状パーライトと層状パーライトが混在する場所のパ
ーライトの立体観察結果を示す。これより、黒鉛の周囲は球状パーライトで、共晶セル境界は
層状パーライトであることが確認された。また、同一観察視野における EPMA によるカラーマ









棒状、層状組織は 2 章の 2.4 節の（2）に記載された Hellawell 12)が提案した共晶凝固組織の
決定機構に類似している。すなわち、これら 2 相間の界面エネルギーを考慮し、最小エネルギ
ー問題として第 2 相の形態が論じられている。これによると、共晶合金の凝固組織遷移（棒状
→層状）に及ぼす第 2 相の体積比率の臨界値は 28vol％で、この臨界値より多い場合は層 
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図 6-13 Ａパターン 750℃熱処理した６Ｓｎ材の球状及び層状パーライトの SEM 
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状、少ない場合は棒状になると説明されている 12)。 
実際、著者らが先の普通鋳鉄の結果 5) で考察したように、層状から球状パーライトへの臨
界セメンタイト量は 10～15vol％である。本実験成分に近い Fe-C-2.4%Si 系擬二元状態図 14)
で考えてみると、加熱温度 800℃場合のＣ原子の最大固溶量は約 0.56%である。この場合に
はセメンタイトの最大体積率は約 8.6vol％と算出できる 3)。加熱温度 750℃、700℃では、この
値はさらに低くなる。即ち、本実験供試材の基地組織の形態は、固溶炭素量が 0.56％より少
ないと球状パーライトが生成すると言える。従って、A パターンでは 750℃（Sn 材 700℃試料
も）で全ての供試材に球状(棒状)パーライトが生成している。さらに、750℃の方が 700℃より
も多く生成していた。これは、両試料が 700℃と 750℃で加熱保持する際、黒鉛周囲のオース
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タイトの体積率は 10.5vol％）であり、その後の 2 段目熱処理条件（保持温度と時間）では
0.56%以下に下らなかったと推定する。 
 
6.4.3 2 相混合組織の形成条件及び引張・伸び特性 
 本実験において、Ｂパターン 800℃試料（P 材）で 10μｍ程度のパーライトとフェライトからな
る 2 相混合組織を得た。一般的に亜共析鋼の場合、いわゆる Up-quench 熱サイクル法 3,4)で、
平均粒径数μm のパーライトとフェライト粒の混合組織が得られている。また、田中らは Mn 量










動を示すといわれる 16)。本実験 P 材で 0P～20P 試料のＢパターン 800℃熱処理供試材の結
果（図 6-9）を JIS 規格と当社材料の伸び-引張強さ線図に重ねてみると、0P 材の 2 相混合組
織材料の引張強さ-伸び（740MPa-12%）は、これらの曲線の上方に突出しており、一般 JIS 
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6.5 実験結果のまとめ 
球 状 黒 鉛 鋳 鉄 の 基 地 組 織 、 機 械 的 性 質 に 対 す る P ， Sn 及 び 熱 処 理 の 影 響 を
3.65%C-2.5%Si-0.3%-Mn-0.2/0.5%Cu-0.04%Mg 材を用いて、鋳放し材と熱処理材につい
て検討した。実験の結果、以下の結果が得られた。 









JIS FCD700 規格の 2%伸びに対し、6 倍の 12%に向上する。その混合組織は 900℃のオー
ステナイト均一化した後、Ac1 直上の 800℃処理を施すと得られることを明らかにした。 





  第 5 章の実験Ⅲで検討した Ni-FCD450 材と高強度試作材 1 の 2 つの試作材と FC450
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パーライトの部分は 2 相混合組織（フェライトがネットワーク状に）が多くなる傾向を呈している。
熱処理前後の伸びの変化を見れば分るように、2 相混合組織が多い高強度試作材 1 ほどそ
の伸びの向上分は大きいことが明白である。その理由を以下に考察する。 














表 6-4 に 2 相混合組織熱処理条件による結果をまとめて示す。表 6-4 に示すように
Ni-FCD450 材で、強度 612MPa-伸び 18.2%及び強度 597MPa-伸び 18.0%と、さらに中強度
鋳放し供試材の伸びを 2%向上した（図 6-18）。また、高強度試作材 1 で、868 MPa-9.5%及
び 824 MPa-9.4%の高強度・高伸び特性（図 6-19）を得ることができた。組織の特徴として、
図 6-18 に示す FCD600 材では、パーライト率は同鋳放し材の 35～40%（図 5-30）に対しや
や低い 30%でも 600MPa の強度を確保できている。また、図 6-19 に示す FCD800 材の場合、
パーライト率は同鋳放し材の 74～85%（図 5-29）に対し、77～85%でほぼ同等である。 
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平均粒数 球状化率 パーライト率 引張強さ 伸び
あり なし A1以下 A1以上 個/mm2 % % MPa %
FCD450 ○ ○ 214 96.7 17.9 503 21.7
○ ○ 231 97.4 30.1 612 18.2
○ ○ 214 96.9 30.6 597 18.0
○ ○ 280 97.1 77.0 868 9.5
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図 6-18 冷し金なし 2 相混合熱処理 FCD600 高伸び材の基地組織 
（Ni-FCD450 材組成）   
a) 球状化率：97.4%、黒鉛粒数：231 個、パーライト率：30.1%  
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図 6-19  A1 以下型ばらし 2 相混合熱処理 FCD800 高伸び材の基地組織 
（高強度試作 1 材） 
a) 球状化率：97.1%、黒鉛粒数：280 個、パーライト率：77.0%  
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黒鉛組織では、球状化率が 85%（JIS 規格では 80%以上）以上高いほど良い。黒鉛粒数を
多くし、B 号-YB 材の場合 150 個/mm2 以上が必要である。 
基地組織では、FCD600 クラスの場合、パーライト率が 40%程度である。 
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価するため、タグチメソッドの標準 SN 比 3,4)を用いて評価することにした。 ここで、標準 SN 比













地金材料の配合（制御因子 A）、球状化剤の種類（制御因子 H）、組成から 5 つの合金組成と
接種量の 8 因子を制御因子として選定した。これらの制御因子と水準を表 7-1 に示す。それら
を品質工学の L18 直交表に割り付け鋳造実験を行った。なお、表 7-1 中に網掛けで表示した
条件は初期条件であり、5 章で得られた最適組成材の高強度試作材 2 の条件である。誤差因
子としては製造条件のばらつきとして、表 7-2 に示すように注湯温度を高、中、低の 3 水準
（1420、1380、1340℃）、製品肉厚(試験片素材の肉厚）を厚いと薄い 2 水準（25mm と





 各実験条件での応力-ひずみ曲線の結果により算出された標準 SN 比とβ1、β2 に対する
各種制御因子の効果図を図 7-2 に示す。ここで、β1 、β2 は目標値 m への調整（合わせ込み、
チューニング）に用いられる定数である。その考え方及び計算方法の詳細は品質工学便覧 7)
に準じた。各制御因子において 2～3 水準での効果を整理した。これより最適条件を選定する。
SN 比は大きな値の方がばらつきは小さいことを示し、β1 は１次係数でより 1 に近い値に、β2















































制御因子最適化のためには SN 比を大きくするとともに、β1=1、β2=0 となるように各要因
の水準の選択、つまりチューニングを行う必要がある。図 7-2 の要因効果図を見て分かるよう
に SN 比とβ1 、β2 とでは傾向の異なるものが多い。そこで、最適条件としては SN 比とβ1 の
バランスを考え、SN 比を上げてもβ1 を下げない因子、あるいは SN 比への影響が少なく、β1
を向上させ得る因子を選定したものをまとめて表 7-3 に示す。ここで、例えば初期条件は表































































を図 7-4 b)及び比較条件によるものを図 7-4 c)に示す。これらの結果に基づき確認実験を 3
回繰り返し、誤差因子 N”1 , N”2 , N”3 についても評価を行った。最適条件では初期条件に比べ
目標とする歪み 10%以下で破断した試験片も少なく、応力も目標値 m に近づいていることが
分かる。  
一方、比較条件ではひずみ１０％までに破断した試験片がないものの、応力が低く目標値
m から大幅に低下している。これは、比較条件では SN 比は向上しているが、β1 を考慮してい
ないためで、今回の高強度・高延性量産材としては不適切であり、最適条件の方がより今回
の開発目標に適していることが判明した。 
これら結果の利得（どれだけ目標値 m の実現に近づいたかを表す）を表 7-3 の条件毎の
SN 比から推定した。また、同じ条件での利得の再現性を確認するために行った確認実験の
SN 比は、表 7-4 の様になる。表 7-4 に示した利得とは 2 つの SN 比の差で 7)、最適条件の SN
比から初期条件の SN 比を引いたものである。最適条件では、初期条件に比べて SN 比の利
得が 6.31db と高く、再現性が確認された。 
 
 







推定 確認 推定 確認
59.64 65.60 0.85750 0.85079
67.23 71.91 0.88201 0.88529
79.26 78.40 0.76269 0.73129
7.59 6.31 0.02451 0.03450











































































結果を示す。また、伸びのばらつきを比較した結果を図 7-6 に、引張りの結果を図 7-7 に示す。
これより、引張強さの平均値は最適条件が 819MPa で、初期条件は 794MPa で 25MPa、伸
びは 0.8%の改善が見られた。また、伸びのばらつき標準偏差σで示すと、初期条件のσ＝













































































































提に、主要成分の C,Si,Cr の含有量と、型ばらし条件を表 7-5 に示すように 2～3 水準変化さ
せた組合せ条件で実験を行った。型ばらし条件は、解枠時間を A1 変態点以下の温度の
630℃と 500℃の 2 水準、と解枠時の製品表面の砂除去の有無で 2 水準とした。また、C,Si
以外の成分含有量は 3,4 章の強度と減衰性における各種実験及び考察の結果を考慮し、
1.0%Mn-0.05%P-0.08%S-0.3Cu- 0.3%Mo-1.0%Ni とした。 
 
 













0.4 0.5 0.4 0.5
3.6 ○ ○ － ○
3.7 ○ ○ ○ ○
3.8 ○ － ○ ○
3.6 ○ ○ ○ －
3.7 ○ ○ － －
3.8 ○ ○ － －
3.6 ○ ○ ○ ○
3.7 ○ ○ ○ ○
3.8 ○ ○ ○ ○
3.6 ○ ○ ○ －
3.7 ○ ○ － －



















取した試験片で、試験片の採取部の肉厚が 20mm では引張強さを 165MPa 以上とした。この
値は JIS 規格の FC200 材の強度、すなわち、φ30mm 丸棒では 200MPa 以上であるが、肉
厚 20mm 以上 40mm 未満の強度は 155MPa 以上、を参照した。板状試験片の対数減衰率




の 3 段階で評価した。最終的に減衰性と強度両方が○以上と判定された C,Si,Cr の条件を量
産材として取り纏めた。表 7-6 に実験の結果を示す。表の総合判定で○の結果が得られた製




















































































































































































































































































































































































































































また、鳴き（音圧）の大きさを次の 1～5 点の五段階に評点した。1 点が良い、5 点は悪いを表
す。一般には3点以上になると鳴きが気になるレベルとされている。具体的に点数のつけ方は、
音圧 70～79db が 1 点評価、80～89db が 2 点、90～99db が 3 点、100～109db が 4 点、
110db 以上が 5 点評価になる。図 7-12 に示すブレーキロータの鳴き全体の発生率は現行材
で 32.8%（1～4 点評価）に比べ、開発材は 10.8%（1～3 点評価）で約 1/3 までに低減した。 
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響   
2）過共晶片状黒鉛鋳鉄の機械的性質に及ぼす試験片肉厚・鋳型ばらし条件の影響 
この実験結果から、過共晶片状黒鉛鋳鉄材で強度 200MPa を満足させるには、A1 変態点
以下の通常型ばらしでは、ex-Mn を 0.8%以上添加し、さらに Cr を 0.5%、Mo を 0.2%同時添
加すればよいことが判明した。その場合の黒鉛組織はA型で、マトリックスは緻密なパーライト
である。また、CE 値が 4.4～4.6%の過共晶組成に、Ni,Mo,Cr を一定量含有させた直径























阻害する元素として知られる S に注目し、S 添加による黒鉛粒数とフェライト量の関係、また機
械的性質との関係を調査し、強度-伸びに対する最適 S 量を明らかにした。 
実験Ⅱとして、肉厚の異なる A 号～D 号 Y 形ブロックの冷却条件による機械的性質、組織
に対する影響を明らかにした。また、実験Ⅲとして、種々鋳放し条件の組合せと化学組成の最
適化を行うことにより、引張強さ 800MPa-伸び 10%の高品質球状黒鉛鋳鉄を達成できる条件
を明らかにした。また、鋳放し条件での FCD600 材の最大伸びとその条件を明らかにした。 
 




能な 2 相混合組織及びその具体的な熱処理条件を明らかにした。 
 199
次に、強度 600MPa 以上で、伸び 20%の高延性球状黒鉛鋳鉄材の開発指針を得るために、
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